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高商連ニュース 

 
 

春
の
運
動
で
は
、
読
者
１
１
２

人
、
会
員
39
人
、
共
済
42
人
、
婦
人

12
人
の
拡
大
が
で
き
ま
し
た
。
成

果
会
員
は
58
人
で
し
た
。 

年
度(

３
月
末)

増
勢
の
民
商
も 

高
知
：
読
者
、
会
員
、
共
済 

婦
人
、
青
年 

安
芸
：
会
員
、
共
済
、
婦
人 

須
崎
：
読
者
、
会
員
、
婦
人 

仁
淀
川
：
共
済 

で
年
度
増
勢
に 

 

高
知
民
商
は
、
昨
年
12
月
末
の

年
間
増
勢(

１
月
１
日
比)

に
続
い

て
、
５
課
題
全
て
で
年
度(

３
月
末)

増
勢
を
達
成
し
ま
し
た
。 

 

安
芸
民
商
は
、
春
の
運
動
期
間
中

に
５
名
の
会
員
が
増
え
、
年
度
増
勢

に
。
会
員
比
の
拡
大
率
は
７
％
で
、

県
下
平
均
２
・
３
％
の
３
倍
超
の
拡

大
を
し
て
い
ま
す
。
共
済
、
婦
人
で

も
増
勢
と
し
、
読
者
は
維
持
し
ま
し

た
。 

 

拡
大
成
果
会
員
が
県
下
で

58

人
、
会
員
比
３
・
３
％
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
こ
と
が
、
拡
大
が
伸
び
な
か

っ
た
要
因
の
一
つ
で
す
。 

読者 会員 共済 婦人 青年
安   芸 9 5 3 2 0 4
香美郡 23 8 7 1 0 18
南   国 13 5 6 1 0 7
高   知 42 16 20 6 0 19
仁淀川 3 1 4 0 0 2
須   崎 11 1 1 1 0 4
中   村 11 3 1 1 0 4

計 112 39 42 12 0 58

拡　　　　　大 成果
会員

■春の運動・拡大状況（３月末）

成果会員：読者か会員を拡大した会員(紹介含む) 

３
・
１１

を
忘
れ
な
い
② 

 

国
の
「
棄
民
」
を
許
さ
な
い 

政
府
と
福
島
県
は
、
年
間
20

ミ
リ
シ
ー
ベ
ル
ト
と
い
う
「
放

射
線
管
理
区
域
」
の
労
働
者
の

被
曝
限
度
量
の
放
射
線
量
地
域

に
「
早
く
帰
還
し
ろ
」
と
迫
っ

て
い
ま
す
。
こ
れ
を
進
め
る
た

め
に
、
政
府
と
福
島
県
は
、
自

主
避
難
者
だ
け
で
な
く
避
難
指

示
区
域
か
ら
の
避
難
者
に
つ
い

て
も
住
居
費
支
援
を
打
ち
切

り
、
東
京
電
力
は
、
事
故
賠
償

を
低
額
に
押
さ
え
込
み
、
商
工

業
者
へ
の
営
業
損
害
補
償
、
避

難
住
民
へ
の
精
神
的
賠
償
を
打

ち
切
り
、
福
島
原
発
事
故
の
被

害
を
な
か
っ
た
も
の
に
し
よ
う

と
し
て
い
ま
す
。
昨
年
以
降
、

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
解
決
セ

ン
タ
ー
の
和
解
案
を
東
電
が
拒

否
し
、
セ
ン
タ
ー
が
手
続
き
を

打
ち
切
り
始
め
て
い
ま
す
。
打

ち
切
ら
れ
た
住
民
は
１
・
７
万

人
に
上
り
、
費
用
の
か
か
る
裁

判
を
選
択
せ
ざ
る
を
得
な
く
な

っ
て
い
ま
す
。 

ウ
ク
ラ
イ
ナ
で
は
、
チ
ェ
ル

ノ
ブ
イ
リ
法
が
制
定
さ
れ
、
被

災
者
に
は
年
１
回
、
症
状
に
合

わ
せ
た
保
養
所
の
旅
行
券
が
支

給
さ
れ
、
年
間
被
曝
線
量
が
５

ミ
リ
シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
す
地
域

は
居
住
禁
止
、
１
～
５
ミ
リ
シ

ー
ベ
ル
ト
の
地
域
で
は
住
民
に

移
住
の
権
利
が
与
え
ら
れ
て
い

ま
す
。
福
島
に
お
い
て
も
、
こ

う
し
た
医
療
支
援
と
移
住
の
選

択
権
が
与
え
ら
れ
る
べ
き
で

す
。 

「２４時間営業原則」の見直しは当然。 

コンビ二等の２４時間、３６５日営業についての私たちの見解 
２０１９年３月 全国 FC 加盟店協会   

１９９８年４月１５日の当会「結成大会」において、私たちは「営業時間、営業日については加盟店が選択できる

ようにすること」という「当面の要求」を決議しています。 

圧倒的多数のＦＣコンビニ店は家族経営型の小規模業者であり、健康問題も含め、３６５日・２４時間営業は極

めて過酷であることも告発してきました。 

セブンイレブンもその名のとおり、午前７時開店､午後１１時閉店でスタートしました。当時はその長時間営業の

便利店の登場は衝撃的でした｡競争原理が働くなかでコンビニ業界全体、さらに大手スーパーなどの小売業や

飲食業界にも２４時間営業が広がりを見せました。 

その後、「電力危機」や環境問題、過酷労働の見直し気運等で｢深夜営業を条例で禁止｣する動きを示す自治

体が生まれるなど、２４時間営業廃止の動きが生まれ、コンビニ業界でも｢２４時間営業にこだわらない｣大手も出

てきました。今日では、２４時間コンビニとそうでないコンビニが併存する時代に入っています。２４時間営業につ

いて消費者の間でも賛否半々という調査もあります。 

２４時間･３６５日営業を基本にした仕組みが出来上がったいま、その仕組みを根本から改変することに伴う、商

品の製造､配送､販売の各段階の事業者への新たな犠牲の強要が生じないよう求めます。 

今回､セブンイレブンは「脱２４時間見直しの実験」をすると公表しましたが、あらゆる業種で営業時間だけでな

く、「休業日」の設定を含む総合的な対策が欠かせないと考えます｡大企業等では交代勤務体制も可能でしょう

が､小規模業者にその余裕はありません。 

２４時間・３６５日営業の仕組みの改変に伴って取扱商品やサービスの減少も起こる可能性もあり、売上利益な

どが減る場合も予想されます｡個々の加盟店（コンビニ店）の立場から、日販３０万円台でも生計が成り立つシステ

ムの開発へ、総合的な見直し・改革を求めます。 

現在の仕組みのままで、コンビニ店等の新たな加盟店オーナーや後継者が生まれるでしょうか。業界全体が

大きな転機を迎えているのではないでしょうか。 

また、国民・消費者の側から見て、２４時間・３６５日営業でなくなったとしても、日常生活に大きな支障が生じる

とは考えられません｡深夜時間帯の来客数の実態は平均でも総来店数の１割前後です。特殊に深夜来店が多い

店を含んだ平均であって、人口の少ない市町村や都市部でも多くの店舗では１０人に満たないのが多数です。 

大手スーパーやデパート、商店街にも｢休業日」かあり、病院にも休日があります。家族経営型小規模業者にと

って、１０年、２０年もの間、心が休まることがない｢２４時間、３６５日営業」の仕組みは、あまりにも過酷です。 

このような事態を民間企業の自由として容認する社会、それが健康で文化的な社会といえるのでしょうか。私た

ちは国民的議論をよびかけたいと考えます。 

地
方
別
活
動
交
流
会
を

増
勢
の
中
で
迎
え
よ
う 

 

６
月
に
、
地
方
別
活
動
交
流
会

が
開
か
れ
ま
す
。
参
加
対
象
は
、

県
連
、
民
商
の
三
役
、
共
済
会
理

事
長
、
婦
人
部
長
、
青
年
部
長
、

全
婦
協
幹
事
で
す
。 

 

地
方
別
活
動
交
流
会
に
向
け

て
、
引
き
続
き
拡
大
運
動
に
取
り

組
み
ま
す
。
顕
彰
基
準
も
設
け
ら

れ
て
い
ま
す
。 

 

全
民
商
と
共
済
会
、
婦
人
部
、

青
年
部
が
、
顕
彰
基
準
に
挑
戦
し
、

増
勢
の
中
で
参
加
者
を
送
り
出
し

ま
し
ょ
う
。 

 

引
き
続
き
、
会
員
の
み
な
さ
ん

の
参
加
、
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。 
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